
ポジティブ・アクションの推進のために実施する主な施策（平成２３年度） 

 ①企業の男女間格差の「見える化」の推進 

   ◆業種別に業種団体役員、企業経営幹部、労働組合幹部、女性役職者、学識経験者等から成る「検討委員会」を設置。業種ごとの雇用管理 

    の実態の特徴を踏まえた男女間格差の「見える化支援ツール」及び業種別支援ツール活用マニュアルを作成・普及。 

   ◆ポジティブ・アクションの取組が遅れている中小企業を重点として、労使一体となってポジティブ・アクションに取り組もうとする全国 
    的なムーブメントにつなげていくための「ポジティブ・アクション取組会議」を開催。 

 ②ポジティブ・アクションに関する総合的な情報提供 

  ◆ポジティブ・アクションに取り組むための情報ポータルサイトにおいて各企業のポジティブ・アクションの取組等各種情報を幅広く提供 

   ◆企業が自社の女性の活躍推進の状況を自己診断できるシステムの本格稼働 

 ③中小企業におけるポジティブ・アクション導入に対する支援 

  ◆実践的導入マニュアルの作成・普及を通じ、ポジティブ・アクションの取組を促進 

  ④ポジティブ・アクション実践研修の実施 

  ◆企業の人事労務担当者等を対象に、ポジティブ・アクションの推進のための方策についてノウハウ等を提供するため、全国で研修及び相   

    談会を実施  

１．ポジティブ・アクション周知啓発事業   
 ①経営者団体との連携によるポジティブ・アクションの普及促進 

  ◆企業が自主的にポジティブ・アクションに取り組むことを促す仕組みとして行政と経営者団体が 

        連携し、「女性の活躍推進協議会」を開催 

   ◆協議会が募集・決定したポジティブ・アクションの普及促進のためのシンボルマーク（右図）の活用 
        促進等を通じてポジティブ・アクションの必要性や効果等を周知し、取組のさらなる普及促進を図る。 

 ②均等・両立推進企業表彰（均等推進企業部門）の実施 

  ◆ポジティブ・アクションについて他の模範となる取組を推進している企業を表彰 

 ③企業内におけるポジティブ・アクション実施体制の整備    

    ◆企業においてポジティブ・アクションを推進するために、事業所ごとに選任された 

      機会均等推進責任者あてにポジティブ・アクション等に関する情報提供を行い、その活動を促進 

２．ポジティブ・アクション推進戦略事業（委託事業） 

ポジティブ・アクション普及促進の 
ためのシンボルマーク「きらら」 
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